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１．スポーツの振興を通じた子どもの

体力の向上方策 

 

 

 

 
 

 



○最近10年間では、小学校低学年では横ばい、小学校高学年以上では緩やかな向上傾向を示し、昭和60年頃か

らの長期的低下傾向に歯止め。
○体力水準の高かった昭和60年頃に比べると依然として低い水準にとどまっている。

①子どもの体力・運動能力の年次推移①子どもの体力・運動能力の年次推移

（出典）文部科学省「平成21年度 体力・運動能力調査」
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○中学校女子で、体育の授業を除く１週間の総運動時間が60分未満の生徒が３割を超えるなど、運動をほとんどし

ない子どもが多い。
○運動をする子どもとそうでない子どもの二極化傾向が見られる。

②１週間の総運動時間の分布②１週間の総運動時間の分布
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（出典）文部科学省「平成22年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査」
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○自身の子どもの頃と比較して、「悪くなった」、「どちらかといえば悪くなった」とする者の割合は全体の66.4%となっ

ている。
○「子どもが自由に遊べる空き地や生活道路が少なくなった」が最も多い。

③子どものスポーツや外遊びの環境について③子どものスポーツや外遊びの環境について

子どもが自由に遊べる空き地や

生活道路が少なくなった

スポーツや外遊びができる

時間が少なくなった

スポーツや外遊びをする

仲間（友達）が少なくなった

親子でスポーツに親しむ
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スポーツ施設が少なくなった

地域におけるスポーツ

指導者が少なくなった

その他

わからない

（出典）内閣府「体力・スポーツに関する世論調査」（平成21年9月）
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○芝生の運動場整備率は上昇しているものの、全体として整備率は低い。

④④芝生の運動場整備状況芝生の運動場整備状況
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０．００％２０校２８校中等教育学校

芝生化整備率（C／B）屋外運動場整備校数（B）学校数（A）区分
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〇整備率推移

〇芝生の運動場整備状況

（％）（校）

（出典）文部科学省調べ※特別支援学校の数値を除く

※特別支援学校の数値を除く



⑤学校の運動場環境（天然芝生化）と子どもの体力⑤学校の運動場環境（天然芝生化）と子どもの体力

（出典）平成２１年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査（文科省）
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○運動場を天然芝生化している学校の子どもの体力は全国学校平均以上。

○適切な運動量が確保できる指導」について「している」と答えた学校の体力は全国学校平均より高い。

⑥子どもの体力と指導方法の関係（指導体制の充実）（１）⑥子どもの体力と指導方法の関係（指導体制の充実）（１）

（出典）平成２１年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査（文科省）
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○「体の動かし方や運動の仕方を理解させながら、運動ができるようになる指導」について「している」と答えた学校
の子どもの体力は、全国学校平均より高い。

⑦子どもの体力と指導方法の関係（指導体制の充実）（２）⑦子どもの体力と指導方法の関係（指導体制の充実）（２）

（出典）平成２１年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査（文科省）
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○男子・女子ともに運動やスポーツについて、約８割以上が前向きな回答をしている。

⑧子どものスポーツ・体育に関する意識⑧子どものスポーツ・体育に関する意識

○運動やスポーツをすることは好きですか

中学校

○運動やスポーツをもっとしたいと思いますか
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（出典）平成２２年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査（文科省）



○「運動やスポーツをすることは好きですか」について「好き」と回答した子どもの体力は全国学校平均以上。

⑨子どものスポーツ・体育に関する意識と体力⑨子どものスポーツ・体育に関する意識と体力

（出典）平成２２年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査（文科省）

○小学生

○中学生

○学校が実施する運動やスポーツに関する活動に地域の人材を「活用している」学校の運動部活動参加率、体力合

計点は「活用していない」学校に比べて高かった。

⑩学校と地域の関わりと生徒の体力との関連（中学生）⑩学校と地域の関わりと生徒の体力との関連（中学生）

（出典）平成２２年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査（文科省）

○地域の人材活用と生徒の運動部活動への参加状況との関連(中学生)

○地域人材の活用と体力合計点の関連(中学生)



○家の人と運動やスポーツについて「する」「見る」「話す」ことが、子どもの運動習慣や体力と関連していることが明
らかになった。

⑪家庭における「する」「見る（観る）」「話す」の効果⑪家庭における「する」「見る（観る）」「話す」の効果

（出典）平成２２年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査（文科省）

○家の人と運動やスポーツを「する」「見る」「話す」と総運動時間の関連（小学生）

○家の人と運動やスポーツを「する」「見る」「話す」と体力合計点の関連（小学生）

⑫公立中学校武道場整備率⑫公立中学校武道場整備率

○公立中学校の武道場整備率は増加しているものの伸び率は低い。

48.3
47.8

47.247.0
46.5

45.9

45.445.1
44.6

43.943.8

40

42

44

46

48

50

52

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

17.7

36.735.3

58.8

44.6
47.5

23.5

79.0

72.1
74.4

63.5

72.3

30.2

58.8

46.0

80.2

50.0

32.533.3

46.6

57.1
55.1

88.4

38.2

67.3

40.3

32.7

59.2

71.0

14.9

53.2

37.3

62.0

36.836.136.2

57.1
60.9

15.6

72.5

38.5

26.2

52.7

45.6

29.0

48.8

34.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

北
 

海
 

道

青
 

森
 

県

岩
 

手
 

県

宮
 

城
 

県

秋
 

田
 

県

山
 

形
 

県

福
 

島
 

県

茨
 

城
 

県

栃
 

木
 

県

群
 

馬
 

県

埼
 

玉
 

県

千
 

葉
 

県

東
 

京
 

都

神

奈

川

県

新
 

潟
 

県

富
 

山
 

県

石
 

川
 

県

福
 

井
 

県

山
 

梨
 

県

長
 

野
 

県

岐
 

阜
 

県

静
 

岡
 

県

愛
 

知
 

県

三
 

重
 

県

滋
 

賀
 

県

京
 

都
 

府

大
 

阪
 

府

兵
 

庫
 

県

奈
 

良
 

県

和

歌
山

県

鳥
 

取
 

県

島
 

根
 

県

岡
 

山
 

県

広
 

島
 

県

山
 

口
 

県

徳
 

島
 

県

香
 

川
 

県

愛
 

媛
 

県

高
 

知
 

県

福
 

岡
 

県

佐
 

賀
 

県

長
 

崎
 

県

熊
 

本
 

県

大
 

分
 

県

宮
 

崎
 

県

鹿

児

島

県

沖
 

縄
 

県

（出典）文部科学省調べ
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○地域のスポーツ指導者を学校において活用することについて関係者に不安があったり、理解が不十分であったり
すること、地域によってはスポーツ指導者を派遣するシステムが整備されていないこと、スポーツ指導者が安心し
て協力できる条件が整備されていないこと等から、地域のスポーツ指導者の協力を十分に得ているとは言えない。

○学校の実態等に応じて近隣の学校と合同で運動部を組織し、日常の活動を行う複数校合同運動部活動や、小学
校をはじめとして、児童生徒の興味・関心に応じて複数の種目に取り組むことができる総合運動部活動について、
各学校における取組を促す。（スポーツ振興基本計画より抜粋）

⑬⑬外部指導者の活用状況、総合運動部、複数校合同運動部活動の実施状況外部指導者の活用状況、総合運動部、複数校合同運動部活動の実施状況

平均種目数所属人数学校数区 分

３．９種目５３，８９１人６０７校中学校

６．９種目

３．３種目

４，４７０人４２校高等学校

７４，０７１人１，４１６校小学校

２２％

外部指導者活用部数／
運動部数

３４，４３０人２８，３５９部１２８，９３０部

外部指導者人数外部指導者活用部数運動部数

〇総合運動部活動実施状況（公立学校）

※１人の指導者が複数の部活動で指導を行った場合は、部数及び人数を重複計上している。 （出典）文部科学省調べ（平成１７年１１月）

（出典）文部科学省調べ（平成１６年５月）

５８９校３２０校２６９校平成１３年度

平成１７年度

区 分

１，４５８校

合計

６０３校８５５校

高等学校中学校

〇複数校合同運動部活動実施状況（公立学校）

〇外部指導者の活用状況（公立中学校・公立高等学校）

（出典）文部科学省調べ
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中学校における所属生徒数は減少しているが、所属率はほぼ横ばいで推移している。

〇中学校における運動部所属生徒数の推移 〇高等学校における運動部所属生徒数の推移

⑭⑭運動部活動の状況（運動部所属生徒数の推移）運動部活動の状況（運動部所属生徒数の推移）

〇高等学校における運動部活動の参加率

（万
人）

（万人）

〇中学校における運動部活動の参加率

中 学 校：（財）日本中体連調べ（全国中学校体育大会種目のみを合計）

高等学校：（財）全国高体連及び（財）日本高野連調べ（インターハイ種目及び硬式野球・軟式野球を合計）



 

 

 

 

２．生涯スポーツ社会に向けた、地域
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（出典）内閣府「体力・スポーツに関する世論調査」に基づく文部科学省推計

⑮成人の週１回以上スポーツ実施率の推移

○スポーツ振興基本計画
「できる限り早期に、成人の週１回以上のスポーツ実施率が２人に１人（約５０パーセントになることを目指す。」

○成人のスポーツ実施率（週１回以上）は緩やかであるが上昇傾向にある。
※平成１６年 ３８．５％ → 平成１８年 ４４．４％ → 平成２１年 ４５．３％

（％）

○スポーツ振興基本計画
「できる限り早期に、成人の週１回以上のスポーツ実施率が２人に１人（５０パーセント）となることを目指す。

○20代、30代の若者世代のスポーツ実施率は他の世代と比較すると低い。
（ 20代、30代のスポーツ実施率：20代 →27.7％ 30代 →35.6％）

⑯世代別の週１回以上のスポーツ実施率⑯世代別の週１回以上のスポーツ実施率
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（出典）内閣府「体力・スポーツに関する世論調査」（平成２１年９月）に基づく文部科学省推計



○スポーツを「年に１～３日」「３か月に１～２日」とまれにしか行わなかった層の減少傾向は緩やかである一方で、
「月に１～３日」が大きく減少し、「週に１～２日」「週に３日以上」が大きく増加。
○成人の週１回以上のスポーツ実施率の上昇には、これまで一定程度スポーツを行っていた層が，健康やスポーツ
への関心の高まりからさらに実施頻度を上げたことが影響。

⑰スポーツ実施日数の年次推移⑰スポーツ実施日数の年次推移

（出典）内閣府「体力・スポーツに関する世論調査」（平成２１年９月）
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（%）

平成21年9月調査

平成18年8月調査

⑱運動・スポーツを行わなかった理由⑱運動・スポーツを行わなかった理由

（出典）内閣府「体力・スポーツに関する世論調査」（平成２１年９月）

○運動・スポーツを行わなかった理由として「仕事（家事・育児）が忙しくて時間がない」が最も多い。



○「仕事（家庭・育児）が忙しくて時間がない」が45．9％と最も高く、特に20～50代では６割を超えているが、70歳以

上では「体が弱いから」・「年をとったから」が大きな割合を占めており、世代間の違いを考慮する必要がある。

⑲運動・スポーツを行わなかった理由（世代別）⑲運動・スポーツを行わなかった理由（世代別）

この１年間に「運動やスポーツはしなかった」、「わからない」と答えた者に、複数回答

（出典）内閣府「体力・スポーツに関する世論調査」（平成２１年９月）
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⑳⑳総合型クラブ創設数、創設率総合型クラブ創設数、創設率

総合型クラブ（創設準備中含む）のある市町村数／各都道府県の全市区町村数×１００

総合型地域スポーツクラブ数の推移（数値は各年度の７月１日現在）

都道府県別創設状況（平成２２年７月１日現在）

※広域スポーツセンターは４７都道府県で設置。（平成２３年４月現在）
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（出典）文部科学省「平成22年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査」



○「会員の確保」、「指導者の確保」、「財源の確保」が総合型クラブにとって大きな課題である。

㉑㉑総合型クラブの現在の課題総合型クラブの現在の課題
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他のクラブとの情報交換

クラブ経営に関する情報収集

相談窓口（身近なサポート機関）の確保

学校部活動との連携（学校関係者の理解）

会員の世代の拡大

活動種目の拡大

クラブハウスの確保・維持

財源の確保

事務局員の確保

クラブマネジャーの確保（養成）

指導者の確保（養成）

会費の設定（徴収）

会員の確保（増大）

活動拠点施設の確保（維持）

既存団体との関係

法人化

（%）

（出典）文部科学省「平成22 年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」

○自己財源率５０％以下の総合型クラブが全体の約半分を占めている。

㉒㉒総合型クラブの自己財源率総合型クラブの自己財源率

（出典）文部科学省「平成22 年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」
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㉓㉓総合型クラブのスタッフ数、クラブマネージャーの手当総合型クラブのスタッフ数、クラブマネージャーの手当

スタッフ数の推移

（出典）平成２１年度総合型クラブ活動状況調査（文科省）
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（出典）総合型クラブ設立効果に関する調査研究における「クラブ等調査」による集計（文科省委託調査：三菱総研）

クラブマネジャー・事務局員数の推移 ※常勤：週４日以上勤務

（人）
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（（NN＝＝26672667））
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○総合型クラブの会員は、未加入の住民と比較して、住んでいる地域への愛着や地域での近所づきあいが多い。

㉔㉔総合型クラブの地域への波及効果総合型クラブの地域への波及効果

（出典）総合型クラブ設立効果に関する調査研究における「クラブ等調査」による集計（文科省委託調査：三菱総研）
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○学校体育施設を開放している市町村は、全国（1，809市町村）の98．3%となっている。
○学校体育施設開放の対象をみると、対象に何らかの限定を行っているものが76%を占めているのに対し、「学区
（校区）に限らない・個人利用も可」は24%にとどまっている。

○市町村における学校体育施設開放事業運営上のおもな問題点（複数回答可）については、「施設管理が困難」が
49．8％と最も多い。

㉕㉕学校体育施設開放状況学校体育施設開放状況

市町村における学校体育施設開放率
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（複数回答）
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（出典）文部科学省「我が国の体育・スポーツ施設－体育・スポーツ施設現況調査報告－」（平成22年3月）

学校体育施設開放の対象
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24% 自校の児童・生徒に限る 
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学区（校区）に限らない クラブ(団体)のみ
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○スポーツ指導者の養成事業等により、公認スポーツ指導者登録者数が増加した。

㉖㉖日本体育協会公認スポーツ指導者登録者数日本体育協会公認スポーツ指導者登録者数

（出典）公益財団法人日本体育協会調べ
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○いずれも減少傾向にあり、特に学校体育・スポーツ施設については、ピークであった平成２年度から20年度までの

間に２万か箇所を超える大幅な減少

㉗㉗学校体育・スポーツ及び公共スポーツ施設数の推移学校体育・スポーツ及び公共スポーツ施設数の推移

学校体育・スポーツ施設数の推移 公共スポーツ施設数の推移

（出典）文部科学省「体育・スポーツ施設現況調査」（平成22年3月）

136,276(箇所)

53,732(箇所)
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   (61.2%)

民間スポーツ施設
　　　　(7.8%)職場スポーツ施設

        (3.1%)

公共スポーツ施
設
(24.1%)

大学・高等専門学校体育施設
　　　　　　　(3.8%)

○学校体育・スポーツ施設と公共スポーツ施設が全体の8割以上を占めている。

㉘㉘我が国の体育・スポーツ施設数（設置種別）我が国の体育・スポーツ施設数（設置種別）

（※）

（※）「学校体育・スポーツ施設」とは、公（組合立を含む）、私立（株式会社立を含む）の小・中・高等学校、中等教育学校、特別支援学校、

専修学校、各種学校の体育・スポーツ施設を指す。

（出典）文部科学省「体育・スポーツ施設現況調査」（平成22年3月）



○身近なスポーツ活動の場である体育・スポーツ施設の減少が、国民のスポーツ活動にマイナスの影響を与えている

㉙㉙我が国の体育・スポーツ施設数の推移と国民の意識我が国の体育・スポーツ施設数の推移と国民の意識

体育 施設数 推移 国民 識

148,059

188,224

292,117

229,060

222,533

239,660

258,026

218,631

2.1

3.2

2.5

4.7

5.4

2.4

2.6

2.0

4.0

3.1

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

S44 S50 S55 S57 S60 S63 H2 H3 H6 H8 H9 H12 H14 H16 H18 H20 H21

(年度)

(施設数)

0

1

2

3

4

5

6

(場所や施設数がないから ％)

（出典）内閣府「体力・スポーツに関する世論調査」及び文部科学省「体育・スポーツ施設現況調査」に基づき文部科学省作成

スポーツ活動をやらない理由

○会社やＮＰＯ法人による指定管理者の導入が大きく増加。

㉚㉚社会体育施設における指定管理者の導入状況社会体育施設における指定管理者の導入状況

100.0

100

80.4

4.2

0.4

1.5

13.5

割合（%）

27,800

0

27,800

22,343

1,170

117

421

3,749

件数

平成17年度 平成20年度

割合（%）件数

8.42,142会社

2.3602ＮＰＯ法人

7.11,825その他

65.816,859指定管理者非
導入

27,709総計

2,081未回答

10025,628合計

16.44,200民法34条法人

（出典）笹川スポーツ財団委託調査（平成23年７月）



○いずれのサイトタイプにおいても値が増加しており、特に単体施設サイト（大規模）と複数施設サイトで顕著。

㉛㉛社会体育施設の利用者数、職員数、スポーツ事業実施回数の変化（１施設平均）社会体育施設の利用者数、職員数、スポーツ事業実施回数の変化（１施設平均）

１０．３３．６１５．４合計

合計

単体施設サイト（大規模）

単体施設サイト（中規模）

単体施設サイト（小規模）

複数施設サイト

単体施設サイト（大規模）

単体施設サイト（中規模）

単体施設サイト（小規模）

複数施設サイト

８．７

１０．４

４．４

５．７

９．２

３．６

３．４

３．７

３．９

全職員数（人）

３９．４１９．９

２７．４

１４．０

４７．３

６９．３

２４．４

１３．６

１５．６

３７．５

平成20年度

９．８

８．３

１２．３

１２．９

１８．８

１２．６

１０．５

２９．９

平成17年度

スポーツ事業実
施数（回）

年間利用者数

（千人）

※ 単体施設サイト：１か所に１つの種類の施設が１つのみの場所（例：体育館単体）

複数施設サイト：１か所に１つの種類の施設が複数ある場所（例：プールとサブプール）

（出典）笹川スポーツ財団委託調査（平成23年７月）



 

 

 

 

３．我が国の国際競技力の総合的な向
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○北京オリンピックでは25個（金9個、銀6個、銅10個）のメダルを獲得（メダル獲得率2.61％）し、トリノオリンピックの
金メダル1個と合わせたメダル獲得率は2.15％。（アテネとトリノでは3.22％）
※スポーツ振興基本計画では、夏季・冬季あわせたメダル獲得率を3.5％にすることを目標としている。

㉜㉜オリンピック競技大会におけるメダル獲得率の推移（夏季、冬季）オリンピック競技大会におけるメダル獲得率の推移（夏季、冬季）

オリンピック競技大会におけるメダル獲得率の推移（夏季） オリンピック競技大会におけるメダル獲得率の推移（冬季）

（出典）文部科学省調べ

○北京オリンピックでは25個（金9個、銀6個、銅10個）のメダルを獲得（メダル獲得率2.61％）し、トリノオリンピックの
金メダル1個と合わせたメダル獲得率は2.15％。（アテネとトリノでは3.22％）
※スポーツ振興基本計画では、夏季・冬季あわせたメダル獲得率を3.5％にすることを目標としている。

㉝㉝オリンピック競技大会におけるメダル獲得状況（夏季、冬季）オリンピック競技大会におけるメダル獲得状況（夏季、冬季）

２５１０６９北京（中国）２００８

１４５６３アトランタ（米国）１９９６

１８５８５シドニー（オーストラリア）２０００

３７１２９１６アテネ（ギリシャ）２００４

メダル獲得数

８

３

６

銀 計銅金
開催都市（国）開催年

２２１１３バルセロナ（スペイン）１９９２

１４７４ソウル（韓国）１９８８

２５１０９モントリオール（カナダ）１９７６

２５１０６９北京（中国）２００８

１４５６３アトランタ（米国）１９９６

１８５８５シドニー（オーストラリア）２０００

３７１２９１６アテネ（ギリシャ）２００４

メダル獲得数

８

３

６

銀 計銅金
開催都市（国）開催年

２２１１３バルセロナ（スペイン）１９９２

１４７４ソウル（韓国）１９８８

２５１０９モントリオール（カナダ）１９７６

オリンピック競技大会におけるメダル獲得状況（夏季）

１００１トリノ（イタリア）２００６

５２３０バンクーバー（カナダ）２０１０

５２２１リレハンメル（アメリカ）１９９４

１０４１５長野（日本）１９９８

２１１０ソルトレークシティ（米国）２００２

メダル獲得数

２

０

１

銀 計銅金
開催都市（国）開催年

７４１アルベールビル（フランス）１９９２

１１０カルガリー（カナダ）１９８８

３１１札幌（日本）１９７２

１００１トリノ（イタリア）２００６

５２３０バンクーバー（カナダ）２０１０

５２２１リレハンメル（アメリカ）１９９４

１０４１５長野（日本）１９９８

２１１０ソルトレークシティ（米国）２００２

メダル獲得数

２

０

１

銀 計銅金
開催都市（国）開催年

７４１アルベールビル（フランス）１９９２

１１０カルガリー（カナダ）１９８８

３１１札幌（日本）１９７２

オリンピック競技大会におけるメダル獲得状況（冬季）

（出典）文部科学省調べ



○メダル獲得数では、夏季大会では北京大会で、冬季大会ではソルトレークシティ大会以降、アジアにおけるライバ
ルである中国、韓国に後塵を拝している状況。

㉞㉞オリンピック競技大会における日本・中国・韓国のメダル獲得状況オリンピック競技大会における日本・中国・韓国のメダル獲得状況

（出典）文部科学省調べ

㉟㉟地域タレント発掘・育成拠点地域タレント発掘・育成拠点

美深町（２００５)
美深町タレント発掘・育成支援プロジェクト
冬季種目転向型（エアリアル）

秋田県（２００９）
AKITAスーパーわか杉っ子発掘プロ

ジェクト
種目特化型（フェンシング）

岩手県（２００７)
いわてスーパーキッズ
発掘・育成事業
適正種目選択型

山形県（２００９）
山形県スポーツタレント発掘事業
YAMAGATAドリームキッズ

適正種目選択・短期集中型

和歌山県(2006)
和歌山県ゴールデンキッズ
発掘プロジェクト
適正種目選択型

京都府（２０１１）
京のこども「夢・未来」チャレンジステージ
（仮称）
種目特化型（フェンシング・バドミントン）

山口県（２００８）
YAMAGUCHIジュニアアスリートア

カデミー
種目特化型（セーリング・レスリン
グ）

福岡県(2004)
福岡県タレント発掘事業
適正種目選択型

名寄市・美深町・下川町・中川町・音威子府村（２００９）
上川北部広域タレント発掘・育成事業
冬季種目特化・市町村連携型
（スキージャンプ・モーグル・クロスカントリー・アルペン）

長野県(２００９)
長野県SWANプロジェクト

冬季種目特化型（スキー・スケート・
ボブスレー・リュージュ・カーリング）

東京都(2009)
東京都ジュニアアスリート発掘・育成事業
種目特化・種目転向型（レスリング・ウエイトリフティング・
ボート・ボクシング・自転車・アーチェリー・カヌー）

（出典）文部科学省調べ



○現在、男子１７名、女子１９名の合計３６名が在籍している。
○２０１０ユースオリンピック（シンガポール）において、エリートアカデミー生が金メダルを２個獲得。

㊱㊱エリートアカデミー生数エリートアカデミー生数

５

５

５

４

女

８

３

２

３

女

６

２

２

１

１

女

５

０

１

１

３

女 男男男男

７２２３
４期生

（平成23年度）

２０２０
２期生

（平成21年度）

３６（男１７・女１９）３９５小計

４１２１
３期生

（平成22年度）

４３１
１期生

（平成20年度）

小計フェンシング卓球レスリング

平成23年４月１日現在

平成23年度JOCエリートアカデミー在籍者数

（出典）ＪＯＣ調べ

○ナショナルトレーニングセンターの本格稼働に伴い、国内の強化合宿件数が大幅に増加。

㊲㊲国内の強化合宿件数国内の強化合宿件数

377 379 379 312
425
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（出典）文部科学省調べ



９

㊳㊳国内のトレーニング拠点国内のトレーニング拠点

国立スポーツ科学センター(ＪＩＳＳ)

ＮＴＣでトレーニング・強化活動を行っている競技者に対して、スポーツ医・科学・
情報の側面から総合的支援を実施。

高地トレーニング屋外系競技冬季競技 海洋・水辺系競技

●ｻｯｶｰ
●ﾎｯｹｰ
●自転車

●馬術
●ﾗｲﾌﾙ射撃
●ｸﾚｰ射撃

●ｽｷｰ
●ｽﾋﾟｰﾄﾞｽｹｰﾄ
●ｼｮｰﾄﾄﾗｯｸ

●ﾌｨｷﾞｭｱｽｹｰﾄ
●ﾎﾞﾌﾞｽﾚｰ・ﾘｭｰｼﾞｭ
●ｱｲｽﾎｯｹｰ

●ﾎﾞｰﾄ
●ｾｰﾘﾝｸﾞ
●ｶﾇｰ

冬季、海洋・水辺系、屋外系のオリンピック競技及び高地トレーニングについては、既存のトレーニング施設を活用し、競技別のＮＴＣに指定。
NTC競技別強化拠点に指定された施設では、ナショナルチームの強化やジュニア競技者の計画的な育成を行うための施設の優先・専有利用やトレーニング場の競技

条件の向上、科学的なトレーニングを行うための医・科学サポートや情報ネットワーク化を図り、施設を活用した事業を実施。

ＮＴＣ競技別強化拠点

トップレベル競技者が同一の活動拠点で、集中的・継続的にトレーニング・強化活動を行うための施設。

●ボクシング
●体操
●レスリング
●ハンドボール

陸上トレーニング場 屋内テニスコート アスリートヴィレッジ

●競泳
●シンクロナイズドスイミング
●フェンシング

ＮＴＣ（東京都北区西が丘）

屋内トレーニングセンター

●ウェイトリフティング
●卓球
●バドミントン

●新体操
●トランポリン

国立スポーツ科学センター（ＪＩＳＳ）

スポーツ医・
科学支援事業

スポーツ医・
科学研究事業

スポーツ診療
事業

スポーツ情報
事業

我が国のナショナルトレーニングセンター（ＮＴＣ）我が国のナショナルトレーニングセンター（ＮＴＣ）

●陸上 ●テニス

●柔道
●バレーボール
●バスケットボール
●ウェイトリフティング

●ﾊﾞｲｱｽﾛﾝ
●ｶｰﾘﾝｸﾞ

●ｱｰﾁｪﾘｰ
●投てき

連携協力

（出典）文部科学省調べ

㊴㊴国内のトレーニング拠点（競技別ＮＴＣ）国内のトレーニング拠点（競技別ＮＴＣ）

アイスホッケー
（苫小牧市白鳥アリーナ･苫小牧市)

高地トレーニング
(蔵王坊平アスリート
ヴィレッジ･上山市

カーリング
(スカップ軽井沢･軽井沢町)

サッカー
ジャパンフットボールヴィレッジ・
(財)福島県電源地域振興財団

陸上（投てき）
(熊谷スポーツ文化公園
陸上競技場付帯投てき場・埼玉県)

ボート
（戸田公園漕艇場及び国立戸田艇庫･
埼玉県、(独)日本スポーツ振興センター)

馬術
(御殿場市馬術・スポーツセンター)

ライフル射撃
(埼玉県長瀞総合射撃場)

アーチェリー
(ヤマハリゾート「つま恋」アーチェリー競技場･株式会社つま恋)

自転車競技
(日本サイクルスポーツセンター･御殿場市)

スピードスケート
（帯広の森屋内

スピードスケート場）

スキー(ジャンプ)
（大倉山ジャンプ競技場・札幌市）

ボブスレー・リュージュ
(長野市ボブスレー･リュージュパーク「スパイラル」)

クレー射撃
(熊本県総合射撃場･熊本県)

カヌー
(木場潟カヌー競技場･石川県、小松市)

スケート(スピードスケート)
（長野市オリンピック記念アリーナ「エムウエーブ」・長野市）

バイアスロン
(西岡バイアスロン競技場・防衛省)

高地トレーニング
(飛騨御嶽高原高地トレーニングエリア・高山市、下呂市)

ホッケー
(岐阜県グリーンスタジアム･岐阜県)

スケート(フィギュア)
中京大アイスアリーナ「オーロラリンク」･

学校法人梅村学園)

セーリング
(和歌山マリーナ
(ディンギーマリーナ)・和歌山県)

スケート（ショートトラック）
(帝産アイススケートトレーニングセンター･(株)帝産ロッヂ （出典）文部科学省調べ



○男子の競技数は頭打ちだが、女子の競技種目は拡大し、メダル数が増加。
アトランタ（1996） 北京（2008）

男子： ４９６種目 → ５０２種目
女子： ２９８種目 → ３８８種目

㊵㊵オリンピック競技大会における女子メダル（種目）数の増加オリンピック競技大会における女子メダル（種目）数の増加

496 511 505 502
367 382 388

298
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夏季大会

※ 男女の区別がない競技は除く。

（出典）文部科学省調べ

○アトランタ大会（1996）から北京（2008）大会までの間、女子のメダル獲得率が男子を全て上回っている。

９

㊶㊶オリンピック競技大会における日本人選手のメダル獲得率（性別）オリンピック競技大会における日本人選手のメダル獲得率（性別）

7人 5人

20人
13人

7人

17人
12人

13人

0

5

10

15

20

25

1996

アトランタ

2000

シドニー

2004

アテネ

2008

北京

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

獲得数（男子）

獲得数（女子）

獲得率（男子）

獲得率（女子）

メ

ダ

ル

獲

得

数

メ

ダ

ル

獲

得

率

夏季大会

※ 男女の区別がない競技は除く。 （出典）文部科学省調べ



㊷㊷企業チームにおけるセカンドキャリア支援の有無企業チームにおけるセカンドキャリア支援の有無

19.8

45

80.2

55

0%

10%

20%

30%
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平成13年度 平成20年度

何らかの支援を行っている 特に支援は行っていない

○企業チームにおけるセカンドキャリアに関する支援は増加。
平成１３年度：約２０％ → 平成２０年度：４５％

（出典）文部科学省「JOC強化指定選手が所属するチーム及び日本トップリーグ機構加盟リーグに所属するチームに関する実態調査」
（平成21年）

㊸㊸引退後の不安引退後の不安

○約半数が引退後の就職先に不安を抱えている。

（出典）JOC「JOC強化指定選手・オリンピアンのセカンドキャリアに関する意識調査」（平成22年）



○ドーピング検査件数は英国や米国などオリンピックメダル獲得上位国の水準に近づきつつある。
平成１４年：２，８２９件 → 平成２２年：５，５１４件

※オリンピックメダル獲得上位国→ 平成１９年：平均約７，５００件

㊹㊹ドーピング検査件数の推移ドーピング検査件数の推移

（出典）文部科学省調べ
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20,000,000

25,000,000
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（年度）

（千円）

競技スポーツ

学校体育

生涯スポーツ

12,238,813

22,790,46922,740,46922,529,344

19,000,47218,716,682

16,797,615
16,401,27216,819,827

12,905,802

70.3%

8.0%

20.9%

※その他のスポーツ予算については１％未満のため、表示しない

73.3%
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16.1

 78.0%
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 83.6%

1.8%
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71.8%

60.5% 73.5%

8.9%
 7.2%

9.1%
 13.2%

 67.8%

 23.3%20.9%

 29.8%
 12.7%

○平成23年度約２２８億円であり、近年では増加傾向。

○競技スポーツ関連予算が大きなウェートを占めている。

㊺㊺スポーツ関係予算（国）スポーツ関係予算（国）

（出典）文部科学省調べ

○地方におけるスポーツ関係歳出は、額・歳出合計中の割合ともに平成７年度をピークに半減。

㊻㊻スポーツ関係予算（地方）スポーツ関係予算（地方）
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（年度（平成））

0.0%
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0.4%

0.6%

0.8%

1.0%

1.2%

スポーツ関係経費は平成7年度がピーク

　合計　1兆84億円
　うち普通建設事業費　6,016億円

普通建設事業費

人件費

物件費

扶助費、補助費等

その他 維持補修費

地方歳出合計に占める

スポーツ関係経費の割合

合計　4,821億円（平成7年度の約2分の1）

うち普通建設事業費　1,176億円
　　　　　　　　　　　（平成7年度の5分の1）

（出典）総務省（自治省）「地方財政状況調査」より文科省作成



785

897

135149157
199

361

848

637643

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年

○平成２２年度の売上は約８４８億円。平成２０年度の約８９７億円に次ぐスポーツ振興くじ史上２番目の売上を達成
したところである。

㊼㊼スポーツ振興くじの売り上げスポーツ振興くじの売り上げ

年度

売
上
額

億円

（出典）文部科学省調べ
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327
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101

810

1,262

764

8

32

51

46

236

640

14,479

国際競技大会開催助成

配分額

広域スポーツセンター指導者派遣等事業

ドーピング防止活動推進事業

総　　　　　計

スポーツ振興基金助成における優秀な選手・指導者への個人助成への充当

国際スポーツ会議開催事業

スポーツ指導者海外研修事業

スポーツ団体
スポーツ活動
助成

スポーツ活動推進事業

組織基盤強化事業

スポーツ仲裁等事業

地域スポーツ活動推進事業

総合型地域スポーツクラブ創設支援事業

大規模スポーツ
施設整備助成

　　　　　　　〃　　　　　　　　マネジャー設置支援事業

　　　　　　　〃　　　　　　　　創設事業

グラウンド芝生化事業

総合型地域
スポーツクラブ

活動助成

　　　　　　　〃　　　　　　　　自立支援事業

　　　　　　　〃　　　　　　　　活動基盤強化事業

助 成 区 分

Jリーグホームスタジアム等整備事業

国民体育大会冬季大会競技会場整備事業

地域スポーツ施
設整備助成

スポーツ団体が行う将来性を有する選手の発掘及び育成強化助成

スポーツ施設等整備事業

地方公共団体
スポーツ活動
助成

　　　　　　　〃　　　　　　　　マネジャー設置事業

国民体育大会冬季大会の競技会開催支援事業

クラブハウス整備事業

助　成　事　業　細　目

○スポーツ振興くじ助成は、２３年度に史上最高の約１４５億円を配分したところである。

㊽㊽スポーツ振興スポーツ振興くじくじ 助成実績助成実績

助成金額の推移 23年度助成金額の内訳

【年度】

【百万円】 【百万円】

※ 23年度は決算が確定していないため配分額を記載

（出典）文部科学省調べ
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(640)
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助成区分 配分額

合          計

スポーツ団体
選手強化活動助成

※選手・指導者
スポーツ活動助成

スポーツ団体
大会開催助成

○スポーツ振興基金は、約２９４億円（国からの出資金２５０億円と民間からの寄附金約４４億円）を原資とする運用益等を財
源にしているため、近年の金利低下により、基金創設時に比べ助成財源はほぼ半減している。

㊾㊾スポーツ振興基金スポーツ振興基金 助成実績助成実績

助成金額の推移 23年度助成金額の内訳
【百万円】

【百万円】

【年度】
※ 23年度は決算が確定していないため配分額を記載
※ 助成金額からは、スポーツ振興くじ助成財源からの充当額は除いている

※「選手・指導者スポーツ活動助
成」はスポーツ振興くじ助成の
財源を充当しているため、合計
から除いている

（出典）文部科学省調べ


